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　横浜市障害福祉計画

１　基本的理念等

　この計画は、障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第88条第１項の規定に基づい
て策定するものです。

（１）　法令の根拠

　〔障害者自立支援法第８８条第１項〕
　　市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供
　体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。

　この計画は、市民一人ひとりがお互いの人権を尊重しあいながら、障害のある人もな

い人もその人らしく充実した生活をすることができるよう、市民・企業・行政など社会

全体による取組を推進し、障害者が自らの意思により地域で自立した生活を送れる社会

を構築することを目的に策定するものです。

　横浜市では、これまで平成18年度から20年度までの３年間を計画期間とする第１期障

害福祉計画、平成21年度から23年度までの３年間を計画期間とする第２期障害福祉計画

を策定し、「横浜市障害者プラン」とともにその推進を図ってきました。今回は、これ

までの計画目標の達成状況や課題を踏まえて平成24年度から26年度までの３年間を計画

期間とする第３期の障害福祉計画を策定します。

（２）　趣旨及び目的

　「横浜市障害者プラン（第２期」を基本として、障害者自立支援法に基づいた数値目
標を設定することにより、障害者・家族、支援者、行政が障害福祉のあるべき姿につい
ての基本的な考え方を共有したうえで、その趣旨を計画の数値目標、サービス見込み量
等の内容に反映しました。

（３）　特色

（４）　策定の手法

　障害福祉計画における計画数値については、これまでの給付実績の状況等を踏まえ、

必要なサービス提供量を確保する観点から設定します。また、各市町村を通じた広域的

な見地から、神奈川県の総合調整に基づいて目標設定することとされています。



366人

　横浜市障害福祉計画

　平成26年度末の
　入所者数　　（Ｂ）

1,573人 施設入所支援(元身体障害者更生施設除く)

　【目標値】
　入所者減少見込み

32人 差引減少見込み数

項目 数値 備考

　平成17年10月１日の
　入所者数　　（Ａ）

1,605人
身体障害者療護施設、身体障害者授産施設
知的障害者更生施設、知的障害者授産施設

（Ａ）のうち、平成26年度末までに地域生活に
移行する人の目標数（第３期目標）

　【目標値】
　地域生活移行者数

69

２　平成26年度の数値目標の設定

（１）　福祉施設の入所者の地域生活への移行

　福祉施設に入所している障害者について、グループホーム・ケアホーム・一般住宅
等への移行を推進することとし、平成26年度末における地域生活に移行する人の数値
目標を次のとおり設定します。

　福祉施設に入所している障害者の地域生活への移行、入院中の精神障害者の地域生

活への移行、及び福祉施設の利用者の一般就労への移行等について平成26年度におけ

る数値目標を設定し、着実な取組を進めていきます

【考え方】

　国の基本指針（＊）では、平成26年度末において、平成17年10月１日時点の施設入所

者数の３割以上が地域生活へ移行することととともに、平成26年度末の施設入所者数を

平成17年10月1日時点の施設入所者から、１割以上削減することを基本として、これまで

の実績及び地域の実情を踏まえて設定することが望ましいとされています。

　本市においては、地域生活への移行を366人（約23％）と見込むとともに、施設に入所

して支援を受けることが真に必要とされている新規利用者などへのサービス提供を確保

する必要があることなどから、平成26年度末における施設入所者数は32人（２％）の減

少を見込むこととします。

〔数値目標〕
　平成26年度末までに366人（平成17年10月1日現在の施設入所者数の約23％）が地域
生活に 移行することをめざします。
　一方、施設に入所して支援を受けることが真に必要とされている新規利用者などへの
 サービス提供を確保する観点から、平成26年度末の施設入所者数としては、32人
（約2％）の減少を見込みます
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【これまでの取組状況】

　本市においては、これまで「横浜市障害者プラン（第１期）」における重点施策とし

て、地域生活移行システムの構築を図りました。その結果、福祉施設からの地域生活へ

の移行を支援するためのプログラムを開発し、市内の全障害者支援施設で自活訓練事業

を活用した取組が実施できるよう、対象施設の拡充を進めてきました。

【目標達成に向けた方策　～今後の取組～】

　第３期においては、地域への移行後の生活を総合的に支援し、安心して生活すること
ができるための体制づくりを一層推進するため、入所施設待機者の現状把握や入所施設
機能のあり方等を検討します。特に、グループホームやケアホーム、またその他安心で
きる住まいの確保、自立生活アシスタントの拡充などにより、高齢化により心身機能の
低下した障害者や重度の障害者でも安心して暮らし続けることのできる支援体制につい
て検討を進めます。
　また、県外施設に入所している方の地域生活移行についても、一人ひとりの生活基盤
を把握したうえで、必要な支援を行っていきます。

＊　国の基本指針
　　障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の
　整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針
　　（平成18年６月26日　厚生労働省告示第395号）
　　（平成23年12月27日　厚生労働省告示第478号により改正）

　障害者支援施設は、地域生活支援型施設と位置づけ、現在入所している障害者が地域

において自立した生活を送ることができるよう、地域における生活環境のより一層の充

実を図るとともに、施設においても地域生活を想定した生活環境を用意し、実用的な自

立に向けての支援に取り組んできました。



項目 数値 備考
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　【目標値】
平成26年度の
年間地域移行者数

30人　
平成26年度において、地域移行・地域定着支援事
業を利用し、地域に移行する人の数

平成22年度において、精神障害者退院促進支援事
業を利用し、地域に移行した人数

平成22年度の
年間地域移行者数

13人　
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（２）　入院中の精神障害者の地域生活への移行

　入院中の精神障害者について、グループホーム・ケアホーム・一般住宅等への移行を
推進することとし、平成26年度における地域生活に移行する人の数値目標を次のとおり
設定します。

　〔数値目標〕
　　平成26年度中に精神科病院に入院中の精神障害者で、退院して地域生活に移行できる人の数を
平成22年度実績の2.3倍（30人）にすることをめざします。

【考え方】

　国の基本指針では、入院中の精神障害者の地域生活移行に係る数値目標の設定は、都
道府県障害福祉計画における記載事項とされ、市町村障害福祉計画では数値目標の設定
は求められていません。
　しかし、入院中の精神障害者の地域生活移行は重要な課題であることから、本市にお
いては、平成22年度に精神障害者退院促進支援事業を利用し、地域に移行した人数の約
２倍（30人）を平成26年度の年間の地域移行者数として、独自に目標設定することとし
ます。
　
　なお、国の基本方針では、平成24年度から平成26年度までの入院中の精神障害者の退
院に関する数値目標として、次の２つの事項を示しています。
　【目標値１】１年未満入院者の平均退院率
　【目標値２】５年以上かつ65歳以上の退院者数
また、同指針では、目標値１については、平成26年度における１年未満入院者の平均退
院率を平成20年６月30日の調査時点から、７％相当分増加させること、目標値２につい
ては、平成26年度における退院者数を直近の数から２割増加させることを指標として示
しています。

　本市においては、平成19年度から退院促進支援事業（平成23年度より地域移行・地域

定着支援事業）を全市対象として事業展開してきました。この事業の活用や、障害者自

立生活アシスタント事業との連動などにより、地域移行及び地域定着を支援するととも

に、医療機関や関係機関への普及啓発や連携を図ることなどにより精神障害者の地域生

活への移行を進めてきました。

【これまでの取組状況】



平成17年度において福祉施設を退所し、一般就労
（＊）した人の数

42人　
　平成17年度の
　年間一般就労者数

横浜市障害福祉計画

備考項目 数値

200人　
平成26年度において福祉施設を退所し、一般就労
（＊）する人の数

72

　【目標値（ア）】

【目標達成に向けた方策　～今後の取組～】

　第３期においても、地域生活への移行後の生活を総合的に支援し、安心して生活す

ることができるための体制づくりを推進していきます。特に、日常生活を支援する拠

点施設としての精神障害者生活支援センターでの相談支援機能や生活支援機能の充

実、地域移行・地域定着支援事業や自立生活アシスタント事業の拡充を通じて、精神

障害者の地域生活への移行をさらに進めていきます。

（３）　福祉施設の利用者の一般就労への移行等

　福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業などを活用して、平成26年度中に一般就

労に移行する人の数値目標を次のとおり設定します。

　〔数値目標〕
　　ア　平成26年度中に福祉施設から一般就労に移行する人の数を、平成17年度実績（42人）
      の4.7倍（200人）にすることをめざします。
　　イ　平成26年度末における福祉施設利用者のうち、592人(5.9%)の人が就労移行支援事業
       を利用することをめざします。
    ウ　平成26年度末において、就労継続支援事業の利用者のうち8.4%が就労継続支援（A型）
　　 　事業を利用することをめざします。

　〔対象施設〕
　○平成17年度実績の対象とした福祉施設（入所施設及び通所施設）
　　・身体障害者　更生施設、療護施設、授産施設、福祉工場、小規模通所授産施設
　　・知的障害者　更生施設、授産施設、福祉工場、小規模通所授産施設
　　・精神障害者　生活訓練施設、授産施設、小規模通所授産施設
　○平成18年度以降の数値目標の対象とする福祉施設
　　・上記の施設
　　・障害者自立支援法に基づく生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、
　　　就労移行支援、就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の事業を行う事業所

＊　一般就労
　　一般就労とは、企業等に就職すること（就労継続支援Ａ型及び福祉工場の利用者を除く）
　及び在宅就労することを言います。
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項目 数値 備考

　平成26年度末の
　福祉施設利用者数

10,066人 平成26年度末において福祉施設を利用する者の数

　【目標値（イ）】
平成26年度末の就労移行
支援事業の利用者数

平成26年度末において就労移行支援事業を利用す
る者の数

項目 数値 備考

592人

( 5.9%)

　平成26年度末の
　就労継続支援（Ａ型）
　事業の利用者（Ａ）

188人
平成26年度末において就労継続支援（Ａ型）事業
を利用する者の数

8.4%
平成26年度末において就労継続支援事業を利用す
る者のうち、就労継続支援（Ａ型）事業を利用す
る者の割合

　平成26年度末の
　就労継続支援（Ａ型＋
Ｂ型）事業の利用者（Ｂ）

2,233人
平成26年度末において就労継続支援（Ａ型＋Ｂ
型）事業を利用する者の数

　【目標値（ウ）】

　平成26年度末の
　就労継続支援（Ｂ型）
　事業の利用者

2,045人
平成26年度末において就労継続支援（Ｂ型）事業
を利用する者の数

横浜市障害福祉計画

【考え方】

　国の基本指針では、平成26年度中に（ア）福祉施設から一般就労に移行する人の数
値目標について、平成17年度における数の４倍以上とすることが望ましいとされてい
ます。また、福祉施設における就労支援を強化する観点から、平成26年度末において
（イ）福祉施設の利用者のうち２割以上の人が就労移行支援事業を利用すること、及
び（ウ）就労継続支援事業の利用者のうち就労継続支援（Ａ型）事業の利用者が３割
をめざすこととされています。
　本市では
（ア）については、国の基本指針で示された目標値をめざす。
（イ）については、430人（平成23年度実績）から37％（162人）の増加を見込み592人
とする。
（ウ）については、123人（平成23年度実績）から53％（65人）の増加を見込み188人
とし、
これまでどおり一層の拡充を進めていきます。
　ただし、重度重複障害者（児）デイサービス事業の廃止、地域活動支援センター等
からの法定事業移行等に伴い就労移行支援事業や就労継続支援（Ａ型）事業利用者以
外の福祉施設利用者の大幅な増加が見込まれるため、国の基本指針にある数値目標を
達成することは厳しい状況にあります。
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　本市においては、平成20年度までに市内に８か所の就労支援センター（うち１か所

は精神障害者就労支援センター）を整備し、障害種別にかかわりなく一般就労への移

行を支援する取組を進めてきました。

　また、平成18年度から新たに始まった就労支援を強化するための各事業について

も、平成22年度末において、市内に就労移行支援事業所27か所、利用者408人、就労継

続支援（A型）事業所8か所、利用者104人と事業所数、利用者数ともにニーズに応じて

拡大をしています。

【これまでの取組状況】

【目標達成に向けた方策　～今後の取組～】

　第３期においても、引き続き就労支援センターによる一般就労への移行の取組や
就労移行支援事業の拡充等を進めるとともに、公共職業安定所（ハローワーク）や
学校など関係機関の連携をより一層強め、就労を支援するための施策の拡充強化を
図ります。
　また、第３期においても、国及び神奈川県との連携を強化し、引き続き、工賃
アップに取り組んでいきます。
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３　指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の
　種類ごとの必要な量の見込み及びその見込量の確保のための方策

（１）　各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な
     量の見込み

　障害福祉計画では、平成26年度までの各年度における指定障害福祉サービス又は指

定相談支援の種類ごとの必要な量の見込み（以下「サービス見込量」といいます。）

及びそれらの実施に関する考え方を定めます。

　サービス見込量は、指定障害福祉サービス等の各年度における１月あたりの総量を

見込んだものであり、単位の考え方は次のとおりです。

　○「時間分」　月間のサービス提供時間
　○「人日分」　「月間の利用人員」×「１人１か月あたりの平均利用日数」で
　　　　　　　　算出されるサービス量（例えば、10人が月に平均して22日利用
　　　　　　　　できるサービス量は220人日分となります）
　○「人分」　　月間の利用人数（実人数）

　本市においては、第１期計画を策定した平成18年度以降、着実なサービス量の確保

に取り組んできました。第３期の障害福祉計画策定にあたっては、今後３年間のサー

ビス見込量とあわせて、第２期の取組結果（表中「第２期における給付実績」欄）と

して各年度の10月にサービス提供された実績数値をお示しします。



指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の紹介

ア　訪問系サービス

イ　日中活動系サービス

ウ　居住系サービス

エ　相談支援

重度訪問介護
常時介助を必要とする重度の肢体不自由者に、居宅における介護・外出時の移動
中の介護等を行います。

同行援護
視覚障害により移動に著しい困難を有する障害児・者の外出時に同行し、移動に
必要な情報の提供、移動の援護その他必要な援助を行います。

サービス名 事業内容

居宅介護
居宅において入浴・排せつ・食事等の身体介護、掃除・洗濯等の家事援助、通院
の際の介助等を提供します

就労継続支援
（B型）

療養介護

短期入所

知的障害者・精神障害者の外出の際に移動の支援を行うとともに外出する時に生
じる危険を回避するための支援を行います。

重度障害者等
包括支援

介護の程度が著しく高い、常時介護を要する障害児・者に居宅介護その他の福祉
サービスを包括的に提供します。

生活介護
日中、食事や入浴・排せつ等の介護や日常生活上の支援、生産活動の機会
等を提供します。

行動援護
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共同生活援助
（グループホーム）

入居者に対して、相談その他日常生活上の支援を行います。

理学療法や作業療法等の身体的リハビリテーション、日常生活上の相談支
援等を行います。

食事や家事等の日常生活能力を向上するための支援、日常生活上の相談支
援等を行います。

一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、適正
にあった職場探し、就労後の職場定着のための支援等を行います。

通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労
に向けた支援を一定期間行います。

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（A型）

施設に入所する人に、夜間や休日に、入浴・排せつ・食事の介護等を提供しま
す。

通所により、就労や生産活動の機会を提供するとともに、一般就労に向け
た支援を行います。

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、
看護、介護及び日常生活上の支援を行います。

一時的に障害者施設等を利用することが必要な障害児・者に、見守りや介
護等必要な支援を提供します。（宿泊・日中利用）

横浜市障害福祉計画

地域定着支援
居宅において単身等で生活する障害者に、常時の緊急連絡体制を確保し、障害の
特性に起因して生じた緊急の事態等に相談などの支援を行います。

計画相談支援
障害福祉サービス等の利用を希望する障害児・者に対して、相談支援専門員サー
ビス等利用計画書を作成します。

地域移行支援
障害者支援施設・児童福祉施設に入所している障害者、または精神科病院に入院
している精神障害者へ地域生活へ移行するための支援を行います。

共同生活介護
（ケアホーム）

入居者に対して、日常生活上の介助及び援助を行います。

施設入所支援



○　３障害に対応した身近な地域におけるサービス提供を保障する観点から必要な
　　サービス見込量を設定
○　同行援護は平成23年10月から開始

第３期見込量

平成26年度
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126,674

人分

6,454

時間分
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192,201

人分

平成24年度 平成25年度

169,328
第３期見込み量

時間分 180,402 時間分

人分 人分

時間分

7,347

平成23年度

6,049

152,369

92,881 人日分

5,274

平成23年度

人日分

人分

人日分

6,524 人分

117,291

7,046

平成21年度 平成22年度

時間分137,915 142,852
第２期における

給付実績
5,147

人分4,836

平成24年度 平成25年度

108,603 人日分

6,041

84,176 人日分

人分 5,455

平成21年度 平成22年度

人分

人日分

時間分

6,886

人分

平成26年度

人分

人分

第２期における
給付実績

76,745

4,206

　ア　訪問系サービス

　イ　日中活動系サービス

　　　【生活介護】

　○　日中活動サービスの提供を保障する観点から必要なサービス見込量を設定

　ア　訪問系サービス

　　　【居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包括支援】



2,060

2,893

155人分

1,745

人分

人分 40

人分

平成25年度 平成26年度

人分

人日分

人分97

2,893

99

平成26年度

人日分

平成22年度

621

630630

40 人分 40
第３期見込量

3339

第２期における
給付実績

756

人分

平成23年度平成21年度

626

人日分

平成24年度

人日分

630人日分

1,976

平成23年度

人日分

人日分

平成22年度

人日分

人分

人日分

40

平成21年度

人日分
第２期における

給付実績
人分
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人分
第３期見込量

111

平成25年度

人分155155

平成24年度

人日分 2,893 人日分

　　　【自立訓練（機能訓練）】

　○　日中活動サービスの提供を保障する観点から必要なサービス見込量を設定

　　　【自立訓練（生活訓練）】

　○　入所・入院から地域生活へ移行する人や、地域において家族等と暮らす人で、
　　　自立生活を希望する人のニーズを勘案して必要なサービス見込量を設定



188 人分

84 人分

2,811 人日分 3,240 人日分

平成26年度平成25年度

　○　福祉施設における就労継続支援を強化する観点からサービス見込量を設定

141 人分 163 人分

3,737 人日分

○　福祉施設から一般就労への移行をめざす人や特別支援学校卒業者、入院中の精神
　　障害者の退院時のニーズを勘案して必要なサービス見込量を設定

1,715 人日分 2,172 人日分 2,445 人日分

横浜市障害福祉計画

平成21年度

平成24年度

人分

平成22年度

人日分

平成25年度

平成23年度

第３期見込量

人日分

人分

人日分10,093

592

8,064

人分

7,331 人日分

430334 人分

人分

人日分

人分473

平成26年度

6,634

408

第２期における
給付実績

平成24年度

平成21年度 平成23年度

9,121

平成22年度

104 人分 123 人分

535
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第３期見込量

第２期における
給付実績

6,051 人日分

　　　【就労移行支援】

　　　【就労継続支援（Ａ型）】



平成24年度 平成25年度 平成26年度

人分 204人分 197 人分第３期見込量 193

15 人分
第２期における

給付実績
15 人分 15

平成21年度 平成22年度 平成23年度

19,615 25,584

28,910 人日分

第２期における
給付実績

36,92332,662 人日分

平成26年度
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1,026 人分 1,188

人分

1,417

平成23年度
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平成24年度

人分

人日分20,969

人分

人日分

第３期見込量

人日分

平成25年度

2,045 人分1,601 1,809 人分

平成21年度 平成22年度

人日分

人分

　　　【就労継続支援（Ｂ型）】

　○　福祉施設における就労継続支援を強化する観点からサービス見込量を設定

　　　【療養介護】

　○　重症心身障害児施設入所者及び進行性筋萎縮症者療養給付事業利用者のニーズを
　　踏まえて必要なサービス見込量を設定



1,224 人分

6,442 人日分

1,006 人分 1,113 人分

8,098 人日分 8,650 人日分

705 人分 807 人分 865 人分

平成26年度

平成23年度

第２期における
給付実績

4,147 人日分 6,082 人日分 5,890 人日分

平成21年度
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平成22年度
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平成25年度平成24年度

第３期見込量

　　　【短期入所】

　○　サービス未利用者の潜在的なニーズも考慮しつつ、必要なサービス見込量を設定



第３期見込量 1,645 人分 1,645

○　入所・入院から地域生活へ移行する人や、地域において家族等と暮らす人で、
　　自立生活を希望する人のニーズを勘案して必要なサービス見込量を設定

平成23年度

第２期における
給付実績

1,665

平成24年度 平成25年度

人分1,313 人分 1,454 人分

第３期見込量 3,000 人分 3,200

人分

人分 3,400 人分

2,827

平成23年度

第２期における
給付実績

2,402 2,648

平成22年度

人分

平成22年度

平成26年度

人分 1,645 人分
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平成24年度

人分

平成21年度
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平成25年度 平成26年度

平成21年度

　　　【共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）】

　ウ　居住系サービス

　　　【施設入所支援】

　○　施設入所者の地域生活への移行に係る数値目標などを踏まえつつ、施設入所支援
    が真に必要な人のニーズを考慮して、必要なサービス見込量を設定



人分 580 人分

○H22年度の障害者自立生活アシスタント（全３０か所）登録者数から設定。
　平成26年度までで40か所の事業所整備完了予定。
○本事業は平成24年度から新たに個別給付として実施。（国事業）

第３期見込量 5 人分 540

平成24年度 平成25年度 平成26年度

人分 40 人分

○平成22年度の地域移行・地域定着支援事業（国庫負担金補助事業）利用者数から設定。
○本事業は平成24年度から新たに個別給付として実施。（国事業）

第３期見込量 10 人分 25

平成24年度 平成25年度 平成26年度

第３期見込み量 666 人分 1,334

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成21年度 平成22年度

人分
第２期における

給付実績
0 人分 0

平成23年度

0 人分

人分 2,000 人分

○平成24年度から法改正によりサービス利用者全員が計画相談支援の対象になるため。3か年で段階
的に拡大及びモニタリングの実施等を勘案して、見込み量を設定。

横浜市障害福祉計画
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　　　【計画相談支援】

　　　【地域移行支援】

　　　【地域定着支援】

　エ　相談支援



人分

平成24年度

6,886 人分

25

人分 6,524

155

40

126,674

人分 580

人分地域移行支援

540

84

10

人日分

平成25年度

117,291 人日分

2,893

人分

7,347

6,041

人日分630

7,046

630 人日分

人分

人日分

人日分

人日分

人分

人日分

人分

人分

人分

人日分

592

人分

人分

630

人日分

人分

人日分

平成26年度

人分
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自立訓練（機能訓練）

生活介護

居宅介護、重度訪問介
護、同行援護、行動援
護、重度障害者等包括
支援

人日分108,603

169,328 時間分 時間分

人分

192,201180,402 時間分

535 人分

40 人分 40

人日分 2,893

人日分9,121

155

10,093

就労継続支援
（Ａ型）

2,811 人日分 3,240

人分 163

就労移行支援

人日分

人分

3,737

人分

人日分

188

36,923

204

1,113 人分

1,809

1,224

8,650

2,045人分

人日分

197

1,006

地域定着支援 5 人分

人分

計画相談支援 666 人分

人分

3,000

人分

人日分

人分

6,442

人分

人日分

人分

6,454

3,200

人分

3,400

1,645

人分

人分

人分 1,645

40 人分

人分

施設入所支援 1,645

2,000

共同生活援助、
共同生活介護

療養介護

就労継続支援
（Ｂ型）

193

短期入所

1,334 人分 人分

8,098

人日分

人分

1,601 人分

28,910 32,662

2,893

473

8,064

141

155 人分
自立訓練（生活訓練）

　【指定障害福祉サービス等の必要量の見込み一覧】
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（２）　指定福祉サービス及び地域相談支援の見込量の確保のための方策

　本市における各サービスの利用者数や利用量は増え続けており、今後も増加傾向は続

くことが予測されます。また、市内における障害福祉サービス事業者数も増加傾向にあ

ります。この結果を障害福祉計画の年度ごとのサービス見込量に反映させています。

 　さらに、広く情報提供を行うことなどにより多様な事業者の参入を促進するととも

に、利用者が自分にあった事業者を選択することによりサービスの水準も向上してい

く、といった好ましい循環が生まれるよう、神奈川県と連携して各サービスの確保を進

めていきます。

　　【需要の増加に伴う事業者（供給）の増加】

　本市における既存の法定施設は平成20年度までに障害者自立支援法に基づく新体系

のサービスへの移行を完了しました。今後は、障害者地域作業所などが移行計画に

沿って円滑な新体系サービスへの移行を進めることができるよう、適切な助言・支援

等を行っていきます。

　　【事業者の移行計画に基づく計画的なサービス提供体制の確保】
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（１）　横浜市が実施する地域生活支援事業に関する考え方

　「横浜市障害者プラン（第２期）」では、第１期に引き続き、障害のある人もない
人も地域で安心して生活を送ることができる社会を実現するため、障害児・者とその
家族の地域生活を支援しています。また、その実現のために次の６つの視点を設定
し、重点施策と将来にわたるあんしん施策の実施により必要な施策の展開を図ってい

４　横浜市が実施する地域生活支援事業に関する事項

　　ア　「横浜市障害者プラン（第２期）」の理念の具体化

　　イ　施策推進の方向

　本市の実施する地域生活支援事業は、障害児・者の地域生活についての一般的な支援
を行うこととし、神奈川県の実施する専門的・広域的な支援や人材育成などの事業との
役割分担により、相互に事業効果を高めることができるよう、調整しながら進めます。

　　ウ　神奈川県の地域生活支援事業との役割分担

　〔施策展開のための視点〕
　　○障害者の人権の尊重と保障
　　○障害者自身が解決する力の向上
　　○生涯を通じて一貫した支援体制の整備
　　○地域生活を継続するための施策の展開
　　○当事者・地域・行政の協働
　　○将来にわたるあんしんのための施策展開

　なお、障害者自立支援法による各事業については、原則として大都市特例の適用はあ
りませんが、従来から本市が実施してきた事業のうち、事業の継続性などから、引き続
き本市において実施したほうが適切であると考えられる事業については、神奈川県から
事業の実施の委託を受けることなどにより円滑な実施を図ります。

　本市が実施する地域生活支援事業については、「横浜市障害者プラン」でめざす

社会の実現を図るため、障害福祉サービスと同様に、具体的な数値目標を設定し、

障害児・者の地域での生活を支えるために必要なサービス量を計画的に確保し、

様々な課題を抱える障害児・者とその家族を支えます。



※第２期:横浜市障害者相談支援事業要綱に定める相談支援機関数
※第３期：３か年の対象者拡大に対応できる指定特定相談支援事業者必要か所数

で設定。

か所 5 か所5 か所 5

平成23年度

5 か所

平成26年度

平成22年度

か所

横浜市障害福祉計画

平成21年度

第３期見込み量
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第３期見込み量 67 か所 134 か所 200 か所

平成25年度 平成26年度

第２期における実績 55 か所

平成22年度

か所 57 か所

平成23年度

56

平成21年度

平成24年度

平成24年度 平成25年度

第２期における実績 5 か所 5

（２）　実施する事業の内容及び各年度における量の見込み、及び事業の実施有無

　　ア　相談支援

【相談支援機関】

　法改正に伴う計画相談支援対象者の拡大に伴い、体制整備をすすめます。

【相談支援機能強化事業】

一次相談支援機関での相談支援に対して、施設の専門機能を活用した相談支援を実
施する機関として市内５ヶ所（医療機関、重症心身障害児者施設、入所施設３箇
所）に委託実施します。
※他、３箇所及び行政機関２箇所を含む10箇所を二次相談支援機関と位置付け実
施。



か所

平成24年度

第２期における実績 16

18 か所

平成26年度

か所

平成25年度

か所 17 か所
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18
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平成22年度

平成26年度

70 人

平成23年度

第２期における実績

平成25年度平成24年度

50 人 60 人第３期見込量

41 人

平成21年度

15 人 27 人

第３期見込量 18 か所 18

平成21年度 平成22年度 平成23年度

　障害者に関わる様々な支援機関相互の連携強化、地域における支援体制やサービス
作りを進めるため、各区にひとつの地域自立支援協議会を設置します。

　

【地域自立支援協議会】

　　イ　成年後見制度利用支援事業

 成年後見制度の利用が必要な知的障害者及び精神障害者に対して、後見人等の選任
までに要する手続き費用の支援をします。（後見人等選定後、費用返却）また、
費用負担が困難な方に対し、手続費用及び後見人等に対する報酬費を助成します。



件

平成25年度

平成21年度 平成22年度

第３期見込量

平成21年度 平成22年度

1,690 件 1,775

― 件 16

平成24年度 平成25年度 平成26年度

35

32

件

平成26年度

件

平成23年度

件 1,610

8,352

平成24年度

件 1,531第２期における実績 1,447

平成25年度

第３期見込量
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45 件

平成23年度

件

1,860件

第２期における実績 件

第３期見込量

平成26年度

件件

第２期における実績 7,215 件6,410 件 6,872

7,575 件

平成24年度

7,955

平成21年度 平成22年度 平成23年度
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件 40 件

　　ウ　コミュニケーション支援

  安心して日々の生活を送れるよう、日常生活上必要な方に手話通訳者又は筆記通訳
者を派遣します。また、入院時のコミニュケーションも支援します。

【手話通訳者派遣】

【筆記通訳者派遣】

【重度障害者等入院時コミュニケーション事業】



第３期見込量

平成23年度

第３期見込量 355 件

平成25年度 平成26年度

件 735

平成26年度

平成23年度
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681

件

平成22年度

216

平成21年度 平成22年度

631

平成24年度

件 235 193 件

536

平成24年度 平成25年度

件 809 件

第２期における実績

平成21年度

第２期における実績 574 件

平成24年度 平成25年度

件

平成22年度 平成23年度

862

675 618 件

件 974 件

平成26年度

第３期見込量 763 件

第２期における実績 483 件

平成21年度

件

件

件 631

件 794

　　エ　日常生活用具給付等

　重度の身体障害のある方や知的障害のある方などに、日常生活に必要な器具等を
給付又は貸与します。

【介護・訓練支援用具】

【自立生活支援用具】

【在宅療養等支援用具】



90 件 97 件 105 件

件

平成26年度

55,997 件

60,891 件

平成23年度

83 件

91

第３期見込量

1,004 件

平成23年度

平成26年度

平成25年度

60,288

件 667 件
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第２期における実績 558 件 714

平成24年度

件第３期見込量 59,691

第２期における実績

平成21年度

第３期見込量 800

平成24年度

第２期における実績

平成21年度

件

59,426 件

平成22年度

83

件

件

59,100

件

平成25年度

896

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成22年度

85 件

平成21年度 平成22年度 平成23年度

【情報・意思疎通支援用具】

【排泄管理支援用具】

【居宅生活動作支援用具】
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か所 247 か所

人 4,983 人4,788

220

か所

179

平成24年度

第３期見込み量

4,518 人
第３期見込量

平成21年度

第２期における実績

163 か所

平成24年度 平成25年度

3,352

か所 178 か所

人 3,790 人

か所

平成25年度 平成26年度

18

人549 人 511

か所 18 か所

平成21年度

第３期見込み量

492

平成24年度

第２期における実績

18 か所

人

人

18

511 人 511 511

18 か所 18

人

か所

平成22年度 平成23年度

51,341

平成22年度 平成23年度

人

3,894

3,860

平成26年度

236

3,324 人分

平成21年度 平成22年度

45,299 時間分

42,795 時間分 時間分

人分 4,260 人分

時間分 46,874

3,559 人分

3,253 人分

平成25年度 平成26年度

平成23年度

第２期における実績

50,338 時間分 45,637 時間分

3,634 人分

　単独では外出が困難な障害者の外出時に、適切なサービス利用ができるよう、利用者
のニーズを踏まえ、必要なサービス量を確保します。

　　オ　移動支援（移動介護・日常必要外出）

　　カ　地域活動支援センター
　地域において安心して日々の生活が送れるよう、日中活動サービスの提供を保障す
る観点から必要なサービス見込量を設定します。なお、作業所型の見込量は、障害者
地域作業所等からの移行や障害福祉サービス事業所への移行を見込んだ設定です。

【作業所型（登録者数）】

【中途障害者地域活動センター型（登録者数）】
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9 か所

平成26年度

1 か所 1 か所

9 か所第３期見込み量 8 か所

平成24年度

第３期見込量 1 か所

平成25年度

第２期における実績 1 か所 1 か所 1 か所

平成22年度 平成23年度平成21年度

平成24年度 平成25年度

か所第２期における実績 8 か所 8

平成21年度

平成26年度

8 か所

平成22年度 平成23年度

　※地域療育センター及び総合リハビリテーションセンターで実施します。ただし、
当面は同センター利用児を中心とします。

　　　キ　発達障害者支援センター運営事業　（か所数）

　自閉症などの発達障害がある人への専門的な支援を行うため、発達障害児・者のラ
イフステージを通じて一貫した支援体制の整備を図り、福祉・保健・医療・教育・労
働・民間支援団体などと連携して発達障害児・者及びその家族を支援します。

　　ク　障害児等療育支援事業　（か所数）

　障害児の在宅生活を支えるため、地域療育センター及び総合リハビリテーションセン
ターにおいて、電話、来所による相談や幼稚園、保育所等への巡回訪問等を行います。
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回分 1,467 回分

平成24年度 平成25年度 平成26年度

第３期見込量 1,400 回分1,500

平成23年度

第２期における実績 1,054 回分 1,095

平成22年度

回分 1,360

平成21年度

回分
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（３）　地域生活支援事業の見込量の確保のための方策

　本市における各サービスの利用者数や利用量は増え続けています。今後も、広く情報
提供を行うことなどにより多様な事業者の参入を促進するとともに、利用者が自分に
あった事業者を選択することによりサービスの水準も向上していく、といった好ましい
循環が生まれるよう、各サービスの確保を進めていきます。

　一時的に障害者施設等を利用する障害児・者に見守りや介護など、必要な支援を
提供します。

　　ケ　日中一時支援
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